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１．平成17年７月期の業績（平成16年８月１日～平成17年７月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年７月期 3,310 (　 4.4) 371 (△42.1) 369 (△38.2)

16年７月期 3,169 (　40.4) 642 (　68.6) 597 (　58.7)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年７月期 226 (△40.0) 11,223 38 10,962 16 11.0 12.0 11.2

16年７月期 377 ( 64.4) 24,414 29 23,062 52 27.3 26.9 18.8

（注）①期中平均株式数 17年７月期 20,192.22株 16年７月期 14,858.80株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年７月期 1,500 00 0 00 1,500 00 30 13.3 1.4

16年７月期 1,500 00 0 00 1,500 00 29 6.1 1.5

（注）17年７月期期末配当金の内訳

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年７月期 3,228 2,170 67.2 106,211 13

16年７月期 2,930 1,950 66.6 97,759 09

（注）①期末発行済株式数 17年７月期 20,440株 16年７月期 19,800株

②期末自己株式数 17年７月期 －株 16年７月期 －株

２．平成18年７月期の業績予想（平成17年８月１日～平成18年７月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 1,800 200 125 0 00 　― 　―

通　期 4,000 640 400 　― 1,500 00 1,500 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　19,569円47銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成16年７月31日）

当事業年度
（平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 582,056 460,524

２．受取手形 ※２ 630,587 688,075

３．売掛金 ※４ 530,841 562,654

４．製品 210,779 192,699

５．原材料 128,975 122,203

６．仕掛品 68,748 74,721

７．貯蔵品 596 3,762

８．前払費用 12,509 8,234

９．繰延税金資産 42,463 47,374

10．短期貸付金 － 874

11．関係会社短期貸付金 22,424 －

12．その他 960 6,405

貸倒引当金 △6,008 △2,477

流動資産合計 2,224,935 75.9 2,165,053 67.1

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 282,763 411,527

減価償却累計額 23,589 259,174 38,241 373,286

２．構築物 603 603

減価償却累計額 371 231 419 183

３．車両運搬具 4,126 3,468

減価償却累計額 658 3,468 1,106 2,362

４．工具器具備品 124,134 221,624

減価償却累計額 73,380 50,754 109,367 112,257

５．土地 239,733 239,733

有形固定資産合計 553,362 18.9 727,823 22.5

(2）無形固定資産

１．ソフトウェア 32,449 37,949

２．その他 390 429

無形固定資産合計 32,840 1.1 38,379 1.2
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前事業年度
（平成16年７月31日）

当事業年度
（平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産

１．関係会社株式 60,571 171,383

２．出資金 60 60

３．関係会社長期貸付金 － 54,576

４．破産更生債権等 1,632 374

５．長期前払費用 983 1,636

６．繰延税金資産 34,625 40,253

７．差入保証金 11,587 14,251

８．保険積立金 11,947 15,373

貸倒引当金 △1,632 △374

投資その他の資産合計 119,775 4.1 297,534 9.2

固定資産合計 705,977 24.1 1,063,737 32.9

資産合計 2,930,913 100.0 3,228,790 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 162,488 109,974

２．一年以内返済予定
長期借入金

65,440 106,264

３．未払金 98,383 149,540

４．未払費用 4,775 5,494

５．未払法人税等 186,285 119,262

６．未払消費税等 － 11,335

７．預り金 5,760 6,528

８．賞与引当金 42,553 49,726

９．その他 98 861

流動負債合計 565,785 19.3 558,988 17.3
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前事業年度
（平成16年７月31日）

当事業年度
（平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 330,105 401,733

２．退職給付引当金 9,640 12,390

３．役員退職慰労引当金 74,751 84,723

固定負債合計 414,496 14.1 498,846 15.5

負債合計 980,282 33.4 1,057,835 32.8

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※３ 435,450 14.9 454,650 14.1

Ⅱ　資本剰余金

資本準備金 550,750 569,950

資本剰余金合計 550,750 18.8 569,950 17.6

Ⅲ　利益剰余金

(1）利益準備金 7,000 7,000

(2）任意積立金

１．特別償却準備金 8,152 6,278

２．固定資産圧縮積立金 3,867 2,258

３．別途積立金 550,000 890,000

(3）当期未処分利益 395,410 240,818

利益剰余金合計 964,430 32.9 1,146,355 35.5

資本合計 1,950,630 66.6 2,170,955 67.2

負債・資本合計 2,930,913 100.0 3,228,790 100.0

－ 4 －



(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１ 3,169,728 100.0 3,310,729 100.0

Ⅱ　売上原価

１．製品期首たな卸高 160,588 210,779

２．当期製品製造原価 ※４ 1,261,930 1,327,537

合計 1,422,518 1,538,317

３．他勘定振替高 ※２ 17,069 24,553

４．製品期末たな卸高 210,779 1,194,670 37.7 192,699 1,321,063 39.9

売上総利益 1,975,058 62.3 1,989,665 60.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3.4 1,332,922 42.1 1,617,688 48.9

営業利益 642,135 20.2 371,977 11.2

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 ※１ 581 566

２．受取配当金 3 3

３．研究開発費副産物収入 － 2,006

４．保険積立金解約返戻金 － 1,879

５．為替差益 － 971

６．その他 749 1,333 0.0 703 6,130 0.2

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 7,944 7,939

２．社債利息 290 －

３．手形売却損 605 －

４．為替差損 7,173 －

５．新株発行費償却 7,339 605

６．公開関連費用 22,583 －

７．その他 － 45,938 1.4 239 8,784 0.2

経常利益 597,531 18.8 369,322 11.2
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前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益

１．貸倒引当金戻入額 34,024 34,024 1.1 3,582 3,582 0.1

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※５ － － － 2,318 2,318 0.1

税引前当期純利益 631,555 19.9 370,586 11.2

法人税、住民税及び
事業税

272,000 154,500

法人税等調整額 △18,211 253,788 8.0 △10,538 143,962 4.4

当期純利益 377,767 11.9 226,625 6.8

前期繰越利益 17,643 14,193

当期未処分利益 395,410 240,818
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 915,705 72.5 871,898 67.1

Ⅱ　労務費 170,666 13.5 178,702 13.7

Ⅲ　経費 176,623 14.0 249,826 19.2

（内　外注加工費） (116,520) (9.2) (135,890) (10.4)

当期製造費用 1,262,995 100.0 1,300,428 100.0

期首仕掛品たな卸高 32,664 68,748

他勘定受入高 35,018 33,082

合計 1,330,679 1,402,259

期末仕掛品たな卸高 68,748 74,721

当期製品製造原価 1,261,930 1,327,537

（原価計算の方法）

実際原価による総合原価計算によっております。
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(3）利益処分案

前事業年度
株主総会承認日

（平成16年10月28日）

当事業年度
株主総会承認日

（平成17年10月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 395,410 240,818

Ⅱ　任意積立金取崩額

１．特別償却準備金取崩額 1,874 1,874

２．固定資産圧縮積立金取崩
額

1,609 3,483 1,609 3,483

合計 398,893 244,302

Ⅲ　利益処分額

１．配当金 29,700 30,660

２．役員賞与金 15,000 －

（うち監査役賞与金） (1,000)  （－）

３．任意積立金

(1）別途積立金 340,000 384,700 200,000 230,660

Ⅳ　次期繰越利益 14,193 13,642
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しており

ます。

子会社株式

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法を採用しておりま

す。

製品、原材料　移動平均法による低価法

仕掛品　　　　移動平均法による原価法

（会計処理方法の変更）

たな卸資産の評価基準および評価方

法は、従来、製品、仕掛品、原材料

については総平均法による原価法に

よっておりましたが、当事業年度よ

り製品、原材料については移動平均

法による低価法、仕掛品については

移動平均法による原価法に変更して

おります。

この製品、原材料の評価基準の変更

は既に低価法を採用している子会社

と評価基準を統一することにより、

当社グループとしての財務体質の一

層の強化を図るために行ったもので

あり、また、製品、仕掛品、原材料

の評価方法の変更については、業務

システムが見直されたことに伴い、

受払計算の迅速化と適正な期間損益

の算定を目的として行ったものであ

ります。この変更により、従来の方

法に比べ営業利益、経常利益、税引

前当期純利益はそれぞれ29,087千円

減少しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用して

おります。

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）は定額法によっております。

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法によっております。なお、自社

使用のソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間（５年）に

もとづく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

支出時の費用として処理しております。

平成16年６月８日付一般募集による新

株式の発行は、引受証券会社が引受価

額で引受を行い、これを引受価額と異

なる発行価格で一般投資家に販売する

買取引受契約（「新方式」という。）

によっております。「新方式」では、

発行価格と引受価額との差額は、引受

証券会社の手取金であり、引受証券会

社に対する事実上の引受手数料となる

ことから、当社から引受証券会社への

引受手数料の支払はありません。

平成16年６月８日付一般募集による新

株式の発行に際し、発行価格と引受価

額の差額総額は48,000千円であり、引

受証券会社が発行価格で引受を行い、

同一の価額で一般投資家に販売する買

取引受契約（「従来方式」という。）

による新株式発行であれば、新株発行

費として処理されていたものでありま

す。

このため「新方式」では、「従来方

式」に比べ、新株発行費は48,000千円

少なく計上され、また経常利益および

税引前当期純利益は同額多く計上され

ております。

(1）新株発行費

支出時の費用として処理しております。

 

 

 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率にもと

づき、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を考慮して

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の内、当期に負担

すべき金額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、

退職給付債務及び年金資産見込額にも

とづき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため、内規にもとづく期末要支給額

を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年７月31日）

当事業年度
（平成17年７月31日）

※１．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日満期手形の金額

は次のとおりであります。

※１．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日満期手形の金額

は次のとおりであります。

受取手形 27,777千円 受取手形       34,259千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数（普通株式） 33,600株

発行済株式総数（普通株式） 19,800株

授権株式数（普通株式）       33,600株

発行済株式総数（普通株式）       20,440株

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たものの他、次のものがあります。

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たものの他、次のものがあります。

流動資産

売掛金 30,904千円

流動資産

売掛金       126,693千円

流動負債

未払金      3,782千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上高 183,084千円

受取利息 385千円

売上高        378,582千円

受取利息    486千円

※２．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促進

費への振替であります。

※２．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促進

費への振替であります。

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は39％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は61％でありま

す。

　主な費目及び金額は次のとおりであります。

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は33％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は67％でありま

す。

　主な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 105,540千円

給料手当 433,506

退職給付費用 7,817

法定福利費 83,421

賞与引当金繰入額 35,189

役員退職慰労引当金繰入額 15,819

旅費交通費 62,226

減価償却費 24,859

賃借料 24,146

支払手数料 121,629

研究開発費 166,075

貸倒引当金繰入額 5,196

役員報酬        101,350千円

給料手当 488,981

退職給付費用 6,514

法定福利費 68,184

賞与引当金繰入額 32,489

役員退職慰労引当金繰入額 15,462

旅費交通費 72,267

減価償却費 32,868

賃借料 27,695

支払手数料 169,666

研究開発費 323,499

貸倒引当金繰入額 374

※４．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　　　　　　　166,075千円

※４．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　　　　       323,499千円

※５．　　　　　　　────── ※５．固定資産除却損は工具器具備品2,318千円でありま

す。
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①　リース取引関係

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．

──────

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 
取得額相当額

（千円）

減価償却累計

額相当額

（千円）

期末残高相当

額

（千円）

 工具器具備品 34,700 722 33,977

 合計 34,700 722 33,977

２． ２．未経過リース料期末残高相当額

──────  １年内 3,981千円

 １年超 29,968千円

 合計 33,950 

 

 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,742千円

減価償却費相当額 1,593千円

支払利息相当額 25千円

支払リース料        848千円

減価償却費相当額        722千円

支払利息相当額  98千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　左

②　有価証券関係

前事業年度（自　平成15年８月１日　至　平成16年７月31日）及び当事業年度（自　平成16年８月１日　至　平

成17年７月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計関係

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（千円）

繰延税金資産

一括償却資産 2,565

賞与引当金 17,149

貸倒引当金 2,394

退職給付引当金 3,644

役員退職慰労引当金 30,124

事業税 17,452

その他 9,521

82,853

繰延税金負債

特別償却準備金 △4,239

固定資産圧縮積立金 △1,524

△5,763

繰延税金資産の純額 77,089

（千円）

繰延税金資産

一括償却資産 2,286

賞与引当金 20,039

貸倒引当金 884

退職給付引当金 4,993

役員退職慰労引当金 34,143

事業税 10,386

たな卸資産 12,334

その他 5,908

繰延税金資産合計 90,976

繰延税金負債

特別償却準備金 △2,940

固定資産圧縮積立金 △408

繰延税金負債合計 △3,348

繰延税金資産の純額 87,627

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（％）

法定実効税率 41.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.2

（注）当事業年度においては、法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため、内訳の記載を省略し

ております。

（％）

法定実効税率 40.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8

（注）当事業年度においては、法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため、内訳の記載を省略し

ております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

１株当たり純資産額 97,759円09銭

１株当たり当期純利益金額 24,414円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
23,062円52銭

１株当たり純資産額       106,211円13銭

１株当たり当期純利益金額       11,222円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
      10,962円16銭

　当社は平成16年３月１日付で株式１株当たり10株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報については、以下のとおり

になります。

　

 

１株当たり純資産額 96,877円57銭

１株当たり当期純利益金額 31,430円28銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
24,426円45銭

　（注）１．平成16年３月１日付で１株につき10株の分割を行っております。

なお、当事業年度の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 377,767 226,625

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,000 －

（うち利益処分による役員賞与金） (15,000) (－)

普通株式に係わる当期純利益（千円） 362,767 226,625

普通株式の期中平均株式数（株） 14,858.80 20,192.22

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千

円））
(－) (－)

普通株式増加数 870.92 481.18

（うち転換社債（株）） (－) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成14年10月30日開催の定時株主

総会において決議された新株予約権

１種類。これらの詳細は「第４提出

会社の状況、１．株式等の状況(2)

新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

平成14年10月30日開催の定時株主

総会において決議された新株予約権

１種類。これらの詳細は「第４提出

会社の状況、１．株式等の状況(2)

新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

１．RDV(S) PTE LTDの株式の取得

(1）その旨及び目的

当社の東南アジア地域におけるディストリビューター

であるRDV(S) PTE LTDの発行済株式を取得し、完全子

会社とすることにつき、平成16年９月８日付の株式売

買契約により合意し、平成16年９月30日付にて買収を

完了いたしました。

東南アジア地域は、先進諸国の工場進出に伴い市場競

争が激化する一方、今後の大幅な市場拡大も期待され

ます。そこで、当社グループとして統一的なグローバ

ルマーケティングを実現するとともに、取引先に対す

るビジネスサービスの強化、特注製品の現地生産によ

る短納期化等により、一層の業容の拡大を図るため子

会社化するものであります。

(2）株式取得の相手先の名称

CHEN SEOK KEONG、ONG AI HOON

(3）買収する会社の名称、事業内容、規模

　会社の名称

RDV(S) PTE LTD

　事業内容

画像処理関連製品の製造及び販売

　事業規模

平成15年12月期

千SG$ (千円)

売上高 3,088 (194,722)

売上総利益 1,018 (64,219)

営業利益 149 (9,437)

経常利益 143 (9,059)

総資産額 1,195 (75,342)

純資産額 423 (26,678)

従業員数　７名

(4）株式取得の時期

平成16年９月30日

(5）取得する株式数、取得価額および取得後の持分比率

株式数　　　50,000株

取得価額　　79,392千円（1,200千SG$）

持分比率　　100％

 ──────
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前事業年度
（自　平成15年８月１日
至　平成16年７月31日）

当事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

２．CCS Europe NVの設立

(1）その旨及び目的

平成16年９月17日開催の取締役会にて、ヨーロッパ地

域における市場深耕を目的に、平成16年11月１日にブ

ラッセル市（ベルギー）に当社全額出資の子会社を開

設することを決定いたしました。

同社の開設により、ヨーロッパを中心とする地域の顧

客に対し、テクニカルおよびマーケティング両面での

サポート強化が可能になるとともに、当社グループと

して統一的なグローバルマーケティングを実施するこ

とができ、中長期的な取引拡大が期待できることから

開設するものです。

(2）設立する会社の名称、事業内容、規模

　会社の名称

CCS Europe NV

　事業内容

画像処理関連製品の販売

　事業規模

資本金　　　230千ユーロ

従業員数　　３名

(3）開設の時期

平成16年11月１日

(4）取得する株式数、取得価額および取得後の持分比率

株式数　　　2,300株

取得価額　　230千ユーロ

持分比率　　100％

 ──────
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７．役員の異動

（平成17年10月28日付異動予定）

(1）退任予定取締役

辞任に伴う退任取締役

取締役　　　　　安封　昂雄

(2）新任取締役候補

取締役　　　　　松室　伸二

取締役　　　　　村上　豊

３．その他

　該当事項はありません。
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